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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期

会計期間

自平成24年
　４月１日
至平成24年
　９月30日

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成24年
　４月１日
至平成25年
　３月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 (百万円) 6,997 6,332 7,694 12,106 12,695

経常利益 (百万円) 739 868 636 1,128 1,749

中間（当期）純利益 (百万円) 420 526 411 301 1,054

持分法を適用した場合の投

資利益
(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 4,835 4,835 4,835 4,835 4,835

発行済株式総数 (千株) 350 350 350 350 350

純資産額 (百万円) 6,354 6,732 7,630 6,237 7,260

総資産額 (百万円) 9,361 9,726 10,614 9,156 9,628

１株当たり純資産額 (円) 18,156.28 19,235.33 21,802.35 17,822.04 20,744.59

１株当たり中間（当期）純

利益金額
(円) 1,201.09 1,505.59 1,175.84 861.10 3,014.04

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) － － － 100 120

自己資本比率 (％) 67.9 69.2 71.9 68.1 75.4

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 355 750 648 1,047 872

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △1,052 △89 △1 △1,134 △333

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △296 △96 △104 △358 △158

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
(百万円) 2,103 3,216 3,574 2,652 3,032

従業員数
(人)

105 109 121 105 114

［外、平均臨時雇用者数］ 〔35〕 〔36〕 〔38〕 〔37〕 〔35〕

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりであります。

平成26年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人）

　放送事業 68 〔31〕

　その他事業 9 〔2〕

　管理販売業務 44 〔5〕

合計 121 〔38〕

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

　   ２．上記表には、受入出向社員を含み、嘱託者（１人）は含まれておりません。

 

(2）労働組合の状況

　労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　当中間会計期間のわが国経済は、ＧＤＰが２四半期連続マイナスとなり、景気低迷の懸念が広がる中、当社はコン

テンツ開発に制作費を積極投入し、新規番組の開発や既存番組の充実を図り、売上拡大に努めました。

　この結果、売上高は7,694百万円（前年同期比121.5％）、営業利益は655百万円（前年同期比75.7％）、経常利益は

636百万円（前年同期比73.3％）、中間純利益は411百万円（前年同期比78.1％）となりました。放送事業収入は前年

同期比108.9％、イベント等その他事業収入は前年同期比174.6％といずれも増収となりました。

　編成においては、４月１日からＴＯＫＹＯ ＭＸ １、ＴＯＫＹＯ ＭＸ ２の２チャンネルを24時間放送する、24時間

マルチチャンネル編成をスタートしました。新番組として、ＷＥＢ上で話題のニュースを幅広く取り上げる視聴者参加

型の「モーニングＣＲＯＳＳ」（月～金7:00～8:25）、土曜日の夕方には情報バラエティ「淳と隆の週刊リテラシー」

（土17:00～18:00）のほか、美術番組「アート・ステージ～画家たちの美の饗宴～」、日本の文化・歴史・技を伝える

「ようこそ櫻の国へ～日本の美と技のカタチ～」等の放送を開始しました。人気のワイド番組「５時に夢中！」（月～

金17:00～18:00）、「バラいろダンディ」（月～金21:00～21:55）は、９月に新宿スタジオアルタで２番組同日公開生

放送を実施し、好評を博しました。アニメは「ジョジョの奇妙な冒険 スターダストクルセイダース」、「メカクシ

ティアクターズ」のほか、「アルドノア・ゼロ」、「ヤマノススメ　セカンドシーズン」など当社出資作品も含め、新

作56本を放送しました。スポーツでは、今季日本一となったプロ野球・福岡ソフトバンクホークスのリーグ戦をシーズ

ンを通して66試合中継放送しました。

　事業においては、８月末に大阪、９月に東京で、音声合成システムを活用したバーチャル・人気アイドル「初音ミ

ク」のコンサート・イベントを今年も共催し、２万4,000人を動員しました。大阪での様子は、特別中継番組として、

サンテレビ（兵庫県神戸市）、ＫＢＳ京都（京都府京都市）にも同時に放送されました。

 

　　事業部門別の業績は次のとおりであります。

① 放送事業

放送事業は、タイム収入、スポット収入ともに増加し、売上高は5,566百万円（前年同期比108.9％）と前年同期

に比べ452百万円の増収となりました。

 

② その他事業

その他事業は、主にスポット配信業務の増加により、売上高は2,127百万円（前年同期比174.6％）と前年同期に

比べ908百万円の増収となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末の現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前中間会計期間末に比べ358百万円増加し、

3,574百万円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得た資金は、648百万円(前年同期は750百万円)となりました。これは税引前中間純利益が636百

万円となったことに加え、減価償却費179百万円を計上する一方、法人税等の支払額234百万円を計上したことなど

によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、１百万円(前年同期は89百万円)となりました。これは有形固定資産の取得によ

る支出107百万円や出資金の払込による支出106百万円を計上する一方、敷金及び保証金の回収による収入126百万

円や定期預金の払戻による収入100百万円があったことなどによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、104百万円(前年同期は96百万円)となりました。これは主として、長期借入金

の返済による支出60百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

　当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 金額（百万円） 前年同期比（％）

放送事業 5,566 108.9

その他事業 2,127 174.6

合計 7,694 121.5

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成25年４月１日

　　至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日

　　至　平成26年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱ディーエイチシー 909 14.4 1,756 22.8

㈱インターワールド 436 6.9 587 7.6

福岡ソフトバンクホークスマーケティ

ング㈱
594 9.4 558 7.3

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

　当社は、放送事業を主たる事業としているため、生産及び受注の状況は記載しておりません。

 

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

４【事業等のリスク】

 当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリス

クについての重要な変更はありません。

 

５【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

６【研究開発活動】

　当中間会計期間において、特記すべき事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

     当社における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

 

（１）重要な会計方針及び見積り

　　　　当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

　　　す。この中間財務諸表の作成に当たりまして、有価証券、たな卸資産の評価、減価償却資産の耐用年数の設定、繰

　　　延税金資産、貸倒引当金、退職給付引当金等の計上について見積り計算を行っており、その概要については「第５

　　　経理の状況　１　中間財務諸表等」の「重要な会計方針」に記載しております。

 

（２）財政状態の分析

　総資産は、前事業年度末の9,628百万円と比較して10.2％増の10,614百万円となりました。これは現金及び預金

や売掛金が増加したことなどによるものであります。負債合計は、前事業年度末の2,367百万円と比較して26.0％

増の2,983百万円となりました。これは買掛金や未払金が増加したことなどによるものであります。純資産は、前

事業年度末の7,260百万円と比較して5.1％増の7,630百万円となりました。
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（３）経営成績の分析

　　　①売上高

　　売上高は、前中間会計期間の6,332百万円と比較して21.5％増の7,694百万円となりました。放送事業ではタイム

　収入及びスポット収入の増加を受けて増収となりました。その他事業では主にスポット配信業務の拡大により増収

　となりました。

 

　　　②売上原価並びに販売費及び一般管理費

　　　　売上原価は、前中間会計期間の4,215百万円と比較して33.0％増の5,605百万円、販売費及び一般管理費は、前中

　　　間会計期間の1,251百万円と比較して14.6％増の1,433百万円となりました。

 

　　　③営業損益

　　　　営業利益は、前中間会計期間の865百万円と比較して24.3％減の655百万円となりました。

 

　　　④営業外損益

　　　　営業外収益は、１百万円（前中間会計期間６百万円）となりました。営業外費用は、20百万円（前中間会計期間

４百万円）となりました。

 

　　　⑤経常損益

　　　　経常利益は、前中間会計期間の868百万円と比較して26.7％減の636百万円となりました。

 

　　　⑥特別損益

　　　　重要な特別損益項目はありません。

 

　　　⑦中間純損益

　　　　中間純利益は、前中間会計期間の526百万円と比較して21.9％減の411百万円となりました。

 

（４）キャッシュ・フローの状況の分析

　　　　キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載したとおりで

　　　あります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更及び重

要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,200,000

計 1,200,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年12月19日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 350,000 350,000 非上場
当社は単元株制度は採

用しておりません。

計 350,000 350,000 － －

（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
　（株）

資本金増減
額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

　平成26年４月１日～

　平成26年９月30日
－ 350,000 － 4,835 － 500
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エフエム東京 東京都千代田区麹町１－７ 70,250 20.07

株式会社中日新聞社 愛知県名古屋市中区三の丸１－６－１ 21,950 6.27

東京都 東京都新宿区西新宿２－８－１ 12,300 3.51

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１－３－１ 12,300 3.51

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１－５－１ 12,300 3.51

株式会社東京ドーム 東京都文京区後楽１－３－61 12,300 3.51

東映株式会社 東京都中央区銀座３－２－17 12,300 3.51

日本電気株式会社 東京都港区芝５－７－１ 12,300 3.51

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーショ

ンズ株式会社
東京都千代田区内幸町１－１－６ 10,350 2.96

株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡ 東京都千代田区富士見２－13－３ 7,500 2.14

計 － 183,850 52.53

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 350,000 350,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 350,000 － －

総株主の議決権 － 350,000 －
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②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

　当社株式は非上場のため、該当事項はありません。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月

30日まで）の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

　「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと

して、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　　　 2.9％

売上高基準　　　　　　 5.2％

利益基準　　　　　　   9.3％

利益剰余金基準         7.3％
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,732 4,174

受取手形 4 0

売掛金 2,113 2,634

番組勘定 13 15

貯蔵品 2 2

繰延税金資産 51 49

その他 106 176

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 6,021 7,049

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１,※２,※３ 434 ※１,※２,※３ 426

構築物（純額） ※１,※２,※３ 427 ※１,※２,※３ 405

機械及び装置（純額） ※１,※２,※３ 818 ※１,※２,※３ 861

その他（純額） ※１,※２,※３ 101 ※１,※２,※３ 31

有形固定資産合計 ※１ 1,782 ※１ 1,724

無形固定資産 99 89

投資その他の資産   

敷金及び保証金 1,440 1,326

繰延税金資産 174 185

その他 119 239

貸倒引当金 △8 △1

投資その他の資産合計 1,725 1,750

固定資産合計 3,606 3,564

資産合計 9,628 10,614
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 572 1,044

1年内返済予定の長期借入金 ※３ 120 ※３ 120

未払金 533 644

リース債務 4 4

未払法人税等 255 255

賞与引当金 51 52

その他 133 199

流動負債合計 1,671 2,319

固定負債   

長期借入金 ※３ 150 ※３ 90

リース債務 4 2

退職給付引当金 488 521

役員退職慰労引当金 52 49

固定負債合計 696 664

負債合計 2,367 2,983

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,835 4,835

資本剰余金   

資本準備金 500 500

資本剰余金合計 500 500

利益剰余金   

利益準備金 10 14

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,909 2,275

利益剰余金合計 1,919 2,289

株主資本合計 7,255 7,624

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 5 5

評価・換算差額等合計 5 5

純資産合計 7,260 7,630

負債純資産合計 9,628 10,614

 

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

半期報告書

13/32



②【中間損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 6,332 7,694

売上原価 4,215 5,605

売上総利益 2,117 2,088

販売費及び一般管理費 1,251 1,433

営業利益 865 655

営業外収益 6 1

営業外費用 ※１ 4 ※１ 20

経常利益 868 636

特別利益 0 －

特別損失 4 0

税引前中間純利益 863 636

法人税、住民税及び事業税 165 234

法人税等調整額 171 △9

法人税等合計 336 224

中間純利益 526 411
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 4,835 500 500 6 893 899 6,235

当中間期変動額        

剰余金の配当    3 △38 △35 △35

中間純利益     526 526 526

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

       

当中間期変動額合計 － － － 3 488 491 491

当中間期末残高 4,835 500 500 10 1,381 1,391 6,727

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 2 2 6,237

当中間期変動額    

剰余金の配当   △35

中間純利益   526

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

2 2 2

当中間期変動額合計 2 2 494

当中間期末残高 4 4 6,732
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当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

      (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰
余金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 4,835 500 500 10 1,909 1,919 7,255

当中間期変動額        

剰余金の配当    4 △46 △42 △42

中間純利益     411 411 411

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

       

当中間期変動額合計 － － － 4 365 369 369

当中間期末残高 4,835 500 500 14 2,275 2,289 7,624

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 5 5 7,260

当中間期変動額    

剰余金の配当   △42

中間純利益   411

株主資本以外の項目の当中間期
変動額（純額）

0 0 0

当中間期変動額合計 0 0 370

当中間期末残高 5 5 7,630
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間会計期間

(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 863 636

減価償却費 177 179

無形固定資産償却費 11 13

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 22 0

受信対策引当金の増減額（△は減少） △40 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21 33

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6 △3

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 3 2

売上債権の増減額（△は増加） △241 △509

たな卸資産の増減額（△は増加） △1 △1

その他の流動資産の増減額（△は増加） △73 △73

仕入債務の増減額（△は減少） 236 533

未払消費税等の増減額（△は減少） 34 8

その他 90 72

小計 1,109 885

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △3 △2

受信対策費の支払額 △89 －

送信所移転費用の支払額 △62 △0

法人税等の支払額 △204 △234

営業活動によるキャッシュ・フロー 750 648

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △84 △107

無形固定資産の取得による支出 △0 △10

敷金及び保証金の差入による支出 △2 △12

敷金及び保証金の回収による収入 0 126

定期預金の払戻による収入 － 100

出資金の払込による支出 △23 △106

補助金の受入による収入 15 －

その他 6 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △89 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △60 △60

配当金の支払額 △35 △42

その他 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △96 △104

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 564 542

現金及び現金同等物の期首残高 2,652 3,032

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 3,216 ※１ 3,574
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。なお、評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

時価のないもの

…移動平均法による原価法によっております。

(2）たな卸資産

番組勘定

…個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ

ております。

貯蔵品

…最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物…………６～50年

構築物………10～15年

機械及び装置……６年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

電気通信施設利用権

…定額法（20年）

自社利用のソフトウェア

…社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち、当中間会計期間末の負担

額を計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末において従業員が自己都合により退職した場合の要

支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当中間会計期間末における要支給額を計上してお

ります。
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４．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、その差額は流動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。

 

（表示方法の変更）

　　　　　（中間キャッシュ・フロー計算書）

　前中間会計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「出資金の

払込による支出」は、金額的重要性が増したため、当中間会計期間より独立掲記することとしました。この

表示方法の変更を反映させるため、前中間会計期間の中間財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前中間会計期間の中間キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に表示していた△16百万円は、「出資金の払込による支出」△23百万円、「その他」６

百万円として組み替えております。
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（中間貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度
（平成26年３月31日）

当中間会計期間
（平成26年９月30日）

3,845百万円 4,008百万円

 

※２ 過年度に取得した資産のうち、国庫補助金の受け入れにより有形固定資産の取得価額から控除した圧縮

記帳額の累計は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

建物 8百万円 8百万円

構築物 15 15

機械及び装置 20 20

その他 1 1

計 45 45

 

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

建物 199百万円 192百万円

構築物 5 5

機械及び装置 128 115

その他 1 1

計 334 314

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

１年内返済予定の長期借入金 120百万円 120百万円

長期借入金 150 90

　　　　         計 270 210
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（中間損益計算書関係）

     ※１ 営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

支払利息 3百万円 2百万円

支払手数料 0 －

投資事業組合運用損 － 17

 

　２ 減価償却実施額は次のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

有形固定資産 173百万円 176百万円

無形固定資産 11 13

長期前払費用 4 2

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 350,000 － － 350,000

合計 350,000 － － 350,000

 

　２．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年6月20日

定時株主総会
普通株式 35 利益剰余金 100 平成25年3月31日 平成25年6月27日

 

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 350,000 － － 350,000

合計 350,000 － － 350,000
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　２．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月18日

定時株主総会
普通株式 42 利益剰余金 120 平成26年３月31日 平成26年６月26日

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 3,816百万円 4,174百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △600 △600

現金及び現金同等物 3,216 3,574

 

（リース取引関係）

　（借主側）

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

１年内 132 151

１年超 2,197 2,113

合計 2,329 2,264
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（金融商品関係）

前事業年度（平成26年３月31日）

   金融商品の時価等に関する事項

　平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注)２.参

照)。

 

貸借対照表

計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

 (1)現金及び預金

 

 (2)売掛金

 

(3)投資有価証券

　　その他有価証券

 

 (4)敷金及び保証金

 

 (5)買掛金

 

 (6)未払金

 

 (7)未払法人税等

 

 (8)長期借入金

 

3,732

 

2,110

 

 

15

 

714

 

572

 

533

 

255

 

270

(うち１年内 120)

3,732

 

2,110

 

 

15

 

615

 

572

 

533

 

255

 

274

 

△0

 

－

 

 

－

 

△98

 

－

 

－

 

－

 

4

 

　　　　　(注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　　　　(1)現金及び預金

　　　　　　　　現金及び預金のうち300百万円は、中途解約しない限り元本が保証され、利率がマイナスとならないデ

　　　　　　　リバティブ内包型預金（コーラブル預金）であり、その時価は取引金融機関の組込デリバティブ時価評価

　　　　　　　額をもとに一体化した金額によっております。そのほかの現金及び預金3,432百万円については、短期間

　　　　　　　で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

　　　　　　　す。

　　　　　　　(2)売掛金

　　　　　　　　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

　　　　　　　おります。

　　　　　　　　なお、売掛金の貸借対照表計上額は貸倒引当金を控除しております。

　           (3)投資有価証券

　　　　　　　　投資有価証券である株式は取引所の価格によっております。

　　　　　　　　なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

　　　　　　　る注記事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　　　　　　　(4)敷金及び保証金

　　　　　　敷金及び保証金の時価の算定は、その返還予定時期が合理的に見積り可能であるものについては、その

将来キャッシュ・フローを国債の利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　　　　(5)買掛金、(6)未払金及び(7)未払法人税等

　　　　　 　 短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

　　　　　　　(8)長期借入金

　　　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、当該借入金と同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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　　　　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

(百万円）

 投資有価証券

　非上場株式
35

 関係会社株式

　非上場株式
20

 敷金及び保証金 726

　　　　　 　 市場価格がない、もしくは償還予定が合理的に見積れないものについては、時価を把握することが極めて

　　　　　　困難と認められるため時価開示の対象としておりません。

 

　　　　　　３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しており、異なる前提条件によっ

た場合、当該価額が異なる場合があります。
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当中間会計期間（平成26年９月30日）

   金融商品の時価等に関する事項

　平成26年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注)２.参

照)。
 

 

中間貸借対照表

計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

 (1)現金及び預金

 

 (2)売掛金

 

(3)投資有価証券

　　その他有価証券

 

 (4)敷金及び保証金

 

 (5)買掛金

 

 (6)未払金

 

 (7)未払法人税等

 

 (8)長期借入金

 

4,174

 

2,630

 

 

16

 

718

 

1,044

 

644

 

255

 

210

(うち１年内 120)

4,174

 

2,630

 

 

16

 

634

 

1,044

 

644

 

255

 

212

 

△0

 

－

 

 

－

 

△84

 

－

 

－

 

－

 

2

 

　    (注) １．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　　　　(1)現金及び預金

　　　　　　　　現金及び預金のうち300百万円は、中途解約しない限り元本が保証され、利率がマイナスとならないデ

　　　　　　　リバティブ内包型預金（コーラブル預金）であり、その時価は取引金融機関の組込デリバティブ時価評価

　　　　　　　額をもとに一体化した金額によっております。そのほかの現金及び預金3,874百万円については、短期間

　　　　　　　で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

　　　　　　　す。

　　　　　　　(2)売掛金

　　　　　　　　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

　　　　　　　おります。

　　　　　　　　なお、売掛金の貸借対照表計上額は貸倒引当金を控除しております。

　　　　　　　(3)投資有価証券

　　　　　　　　投資有価証券である株式は取引所の価格によっております。

　　　　　　　　なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

　　　　　　　る注記事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　　　　　　　(4)敷金及び保証金

　　　　　　敷金及び保証金の時価の算定は、その返還予定時期が合理的に見積り可能であるものについては、その

将来キャッシュ・フローを国債の利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5)買掛金、(6)未払金及び(7)未払法人税等

　　　　　　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。

　　　　　　　(8)長期借入金

　　　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、当該借入金と同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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　　　 　　 ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円）

 投資有価証券

　非上場株式
35

 関係会社株式

　非上場株式
20

 敷金及び保証金 608

　　　　　　　市場価格がない、もしくは償還予定が合理的に見積れないものについては、時価を把握することが極めて

　　　　　　困難と認められるため時価開示の対象としておりません。

 

　　       ３. 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　　　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

            が含まれております。時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しており、異なる前提条件によっ

            た場合、当該価額が異なる場合があります。

 

（有価証券関係）

前事業年度（平成26年３月31日）

１．子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式10百万円、関連会社株式10百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

２．その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 15 7 8

（注）非上場株式（貸借対照表計上額35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当中間会計期間（平成26年９月30日）

１．子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　子会社株式10百万円、関連会社株式10百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

２．その他有価証券

 種類
中間貸借対照表計
上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額（百万円）

中間貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

株式 16 7 9

（注）非上場株式（中間貸借対照表計上額35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（持分法損益等）

　当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社である

ため、記載を省略しております。

 

（資産除去債務関係）

　　　　当社は、地上デジタル放送用の送信設備等について、電波法第78条に基づく空中線の撤去義務及び不動産賃貸

     借契約等に基づく退去時の原状回復義務を有しておりますが、事業を継続する上で移設、撤去が困難であり原状

     回復義務等の履行の蓋然性が極めて低いため、資産除去債務を計上しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、テレビ番組の制作・放送及び広告の取扱いを中心とする「放送関連事業」、イベント事業を中心

とする「その他の事業」の２つを報告セグメントとしております。

なお、「その他の事業」の相対的な割合が非常に低く、重要性が乏しいことから、セグメント情報の記載

を省略しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

   単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２．地域ごとの情報

（1）売上高

 　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（2）有形固定資産

　 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略し

 ております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　前中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

 ㈱ディーエイチシー 909  放送関連事業

 福岡ソフトバンクホークスマーケティング㈱ 594  放送関連事業

 ㈱インターワールド 436  放送関連事業

 

　当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

 ㈱ディーエイチシー 1,756  放送関連事業

 ㈱インターワールド 587  放送関連事業

 福岡ソフトバンクホークスマーケティング㈱ 558  放送関連事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前中間会計期間

（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 1,505.59円 1,175.84円

（算定上の基礎）   

中間純利益金額（百万円） 526 411

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益金額（百万円） 526 411

普通株式の期中平均株式数（株） 350,000 350,000

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

１株当たり純資産額 20,744.59円 21,802.35円

 

（重要な後発事象）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　(第21期)　(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)　平成26年６月25日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  
   

 

   平成２６年１２月１６日

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松村　浩司

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平野　雄二

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの第２２期事業年
度の中間会計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照
表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記に
ついて中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ
た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ
に基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一
部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択
及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の平成２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
会計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用
な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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